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コード番号 7760 本社所在都道府県 大阪府
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代　　表　　者 役職名　代表取締役会長兼社長 氏名　小嶋　成夫　

問合せ先責任者 役職名　取締役専務執行役員 氏名　中村　雅彦

　 　 TEL　(06)6478－2565　　

決算取締役会開催日 平成18年11月17日 配当支払開始予定日 平成18年12月25日

定時株主総会開催日 平成18年12月22日 単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株)

　

1.　18年９月期の業績（平成17年10月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績 　

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月期 4,948 △2.7 498 △10.1 571 △2.2

17年９月期 5,084 17.5 554 △1.7 584 6.5

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年９月期 337 △26.4 19 91 － 　 16.3 8.4 11.6

17年９月期 458 47.7 57 47 － 　 31.3 11.0 11.5

(注) ① 期中平均株式数 18年９月期 16,940,759株 17年９月期 7,673,070株

　 ② 会計処理の方法の変更 　　　無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　

④ 平成17年９月期の数値については、従来の「株主資本当期純利益率」を「自己資本当期純利益率」の欄に

記載しております。

　

⑤ 平成17年12月31日付けで普通株式１株につき２株の割合を持って分割いたしました。株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の平成17年９月期の１株当たり当期純利益は28円74銭であります。

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月期 7,123 2,198 30.9 129 80

17年９月期 6,519 1,937 29.7 226 60

(注) ① 期末発行済株式数 18年９月期 16,957,016株 17年９月期 8,478,508株

　 ② 期末自己株式数 18年９月期 17,232株 17年９月期 6,434株

　
③ 平成17年９月期の数値については、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本比率」を「自己

資本比率」の欄に、「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の欄に記載しております。

　
④ 平成17年12月31日付けで普通株式１株につき２株の割合を持って分割いたしました。株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の平成17年９月期の１株当たり純資産は113円30銭であります。

　

2.　19年９月期の業績予想（平成18年10月１日～平成19年９月30日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 3,019 412 247

通期 5,847 670 441

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　26円04銭
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3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)
配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　

第１
四半期末

中間期末
第３

四半期末
期末 その他 年間

18年９月期 － － － 4.00 － 4.00 67 20.1 3.3

17年９月期 － － － 7.50 － 7.50 63 13.1 3.3

19年９月期(予想) － － － 5.00 － 5.00 　 　 　

(注)１.17年９月期期末配当金の内訳 上場記念配当 １円 　 　

　　２.19年９月期期末予想配当金の内訳 50周年記念配当 １円 　 　

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があ
ります。
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1. 個別財務諸表等

① 貸借対照表

　

　 　
第59期

(平成17年９月30日)

第60期

(平成18年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 528,242 　 　 460,966 　 　 △ 67,275

　２　受取手形 ※５ 　 766,612 　 　 978,696 　 　 212,083

　３　売掛金 　 　 1,236,127 　 　 1,502,816 　 　 266,688

　４　製品 　 　 43,068 　 　 97,305 　 　 54,237

　５　原材料 　 　 138,610 　 　 148,777 　 　 10,166

　６　仕掛品 　 　 370,587 　 　 428,186 　 　 57,598

　７　前渡金 　 　 ― 　 　 19,600 　 　 19,600

　８　前払費用 　 　 17,854 　 　 31,481 　 　 13,627

　９　未収入金 　 　 ― 　 　 91,754 　 　 91,754

　10　繰延税金資産 　 　 58,479 　 　 92,086 　 　 33,607

　11　その他の流動資産 ※１ 　 7,744 　 　 2,229 　 　 △ 5,515

　　　貸倒引当金 　 　 △1,200 　 　 △1,500 　 　 △ 300

　　　流動資産合計 　 　 3,166,127 48.6 　 3,852,400 54.1 　 686,273

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 1,057,680 　 　 1,080,490 　 　 22,809 　

　　　　減価償却累計額 　 △131,515 926,164 　 △244,240 836,250 　 △112,724 △89,914

　　(2) 構築物 　 97,575 　 　 105,928 　 　 8,353 　

　　　　減価償却累計額 　 △37,514 60,060 　 △48,864 57,064 　 △11,349 △2,996

　　(3) 機械装置 　 183,662 　 　 211,388 　 　 27,725 　

　　　　減価償却累計額 　 △150,868 32,793 　 △171,034 40,353 　 △20,166 7,559

　　(4) 車両運搬具 　 1,000 　 　 1,000 　 　 ― 　

　　　　減価償却累計額 　 △479 520 　 △707 292 　 △228 △228

　　(5) 工具器具備品 　 250,129 　 　 387,526 　 　 137,397 　

　　　　減価償却累計額 　 △138,685 111,444 　 △203,862 183,663 　 △65,177 72,219

　　(6) 土地 ※２ 　 1,551,721 　 　 1,551,721 　 　 ―

　　　有形固定資産合計 　 　 2,682,705 41.1 　 2,669,345 37.5 　 △13,360

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 商標権 　 　 266 　 　 ― 　 　 △266

　　(2) ソフトウェア 　 　 57,341 　 　 62,054 　 　 4,712

　　(3) ソフトウェア仮勘定 　 　 47,281 　 　 2,213 　 　 △45,068

　　(4) 電話加入権 　 　 3,048 　 　 3,048 　 　 ―

　　　無形固定資産合計 　 　 107,937 1.7 　 67,316 0.9 　 △40,621
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第59期

(平成17年９月30日)

第60期

(平成18年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 217,644 　 　 200,939 　 　 △16,705

　　(2) 関係会社株式 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　 ―

　　(3) 出資金 　 　 10 　 　 10 　 　 ―

　　(4) 繰延税金資産 　 　 79,655 　 　 63,091 　 　 △16,564

　　(5) 長期性預金 　 　 200,000 　 　 200,000 　 　 ―

　　(6) 破産更生債権等 　 　 ― 　 　 214 　 　 214

　　(7) その他の投資 　 　 54,973 　 　 60,129 　 　 5,156

　　　　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △214 　 　 △214

　　　投資その他の資産合計 　 　 562,283 8.6 　 534,170 7.5 　 △28,113

　　　固定資産合計 　 　 3,352,927 51.4 　 3,270,831 45.9 　 △82,095

　　　資産合計 　 　 6,519,054 100.0 　 7,123,232 100.0 　 604,177
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第59期

(平成17年９月30日)

第60期

(平成18年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※1・5 　 749,033 　 　 915,912 　 　 166,879

　２　買掛金 ※１ 　 257,964 　 　 310,560 　 　 52,596

　３　短期借入金 ※２ 　 1,060,000 　 　 708,000 　 　 △352,000

　４　１年以内返済予定の

　　　長期借入金
※２ 　 176,552 　 　 146,632 　 　 △29,920

　５　１年以内償還予定の社債 　 　 300,000 　 　 196,000 　 　 △104,000

　６　未払金 ※１ 　 125,662 　 　 160,024 　 　 34,361

　７　未払費用 　 　 171,315 　 　 165,754 　 　 △5,561

　８　未払法人税等 　 　 47,000 　 　 180,000 　 　 133,000

　９　未払消費税等 　 　 21,543 　 　 55,899 　 　 34,355

　10　前受金 　 　 9,884 　 　 21,156 　 　 11,271

　11　預り金 　 　 5,693 　 　 8,527 　 　 2,833

　12　製品保証引当金 　 　 24,000 　 　 31,000 　 　 7,000

　13　役員賞与引当金 　 　 ― 　 　 16,900 　 　 16,900

　14　その他の流動負債 　 　 114 　 　 599 　 　 484

　　　流動負債合計 　 　 2,948,763 45.2 　 2,916,964 40.9 　 △31,799

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 150,000 　 　 704,000 　 　 554,000

　２　長期借入金 ※２ 　 1,038,530 　 　 898,644 　 　 △139,886

　３　退職給付引当金 　 　 238,259 　 　 ― 　 　 △238,259

　４　役員退職慰労引当金 　 　 195,401 　 　 ― 　 　 △195,401

　５　預り保証金 　 　 11,000 　 　 11,500 　 　 500

　６　長期未払金 　 　 ― 　 　 393,372 　 　 393,372

　　　固定負債合計 　 　 1,633,190 25.1 　 2,007,516 28.2 　 374,326

　　　負債合計 　 　 4,581,954 70.3 　 4,924,481 69.1 　 342,526

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※７ 　 464,817 7.1 　 ― ― 　 △464,817

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 557,563 　 　 ― 　 　 △557,563 　

　　　資本剰余金合計 　 　 557,563 8.5 　 ― ― 　 △557,563

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 24,500 　 　 ― 　 　 △24,500 　

　２　当期未処分利益 　 848,348 　 　 ― 　 　 △848,348 　

　　　利益剰余金合計 　 　 872,848 13.4 　 ― ― 　 △872,848

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 43,048 0.7 　 ― ― 　 △43,048

Ⅴ　自己株式 ※８ 　 △1,177 △0.0 　 ― ― 　 1,177

　　　資本合計 　 　 1,937,100 29.7 　 ― ― 　 △1,937,100

　　　負債及び資本合計 　 　 6,519,054 100.0 　 ― ― 　 △6,519,054
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第59期

(平成17年９月30日)

第60期

(平成18年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 464,817 6.5 　 464,817

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 557,563 　 　 557,563 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 557,563 7.8 　 557,563

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 24,500 　 　 24,500 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　固定資産圧縮積立金 　 ― 　 　 113,071 　 　 113,071 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 991,713 　 　 991,713 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,129,285 15.9 　 1,129,285

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △3,043 △0.0 　 △3,043

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,148,622 30.2 　 2,148,622

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 ― ― 　 50,128 0.7 　 50,128

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― ― 　 50,128 0.7 　 50,128

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 2,198,751 30.9 　 2,198,751

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 7,123,232 100.0 　 7,123,232
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② 損益計算書

　

　 　

第59期

(自　平成16年10月１日

　至　平成17年９月30日)

第60期

(自　平成17年10月１日

　至　平成18年９月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 5,084,466 100.0 　 4,948,904 100.0 　 △135,561

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首製品たな卸高 　 125,125 　 　 43,068 　 　 △82,056 　

　２　当期製品製造原価 　 3,433,239 　 　 3,509,313 　 　 76,074 　

　　　合計 　 3,558,364 　 　 3,552,382 　 　 △5,982 　

　３　期末製品たな卸高 　 43,068 　 　 97,305 　 　 54,237 　

　４　製品売上原価 　 3,515,296 3,515,296 69.1 3,455,076 3,455,076 69.8 △60,219 △60,219

　　　売上総利益 　 　 1,569,170 30.9 　 1,493,828 30.2 　 △75,341

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　広告宣伝費 　 51,885 　 　 51,949 　 　 64 　

　２　販売手数料 　 63,339 　 　 47,423 　 　 △15,915 　

　３　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 514 　 　 514 　

　４　製品保証引当金繰入額 　 24,000 　 　 31,000 　 　 7,000 　

　５　製品無償補修費 　 51,250 　 　 42,646 　 　 △8,603 　

　６　役員報酬 　 86,984 　 　 108,610 　 　 21,626 　

　７　給与手当 　 235,929 　 　 194,255 　 　 △41,673 　

　８　賞与 　 73,037 　 　 56,958 　 　 △16,078 　

　９　退職給付費用 　 2,005 　 　 2,103 　 　 97 　

　10　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 23,195 　 　 42,819 　 　 19,624 　

　11　役員賞与引当金繰入額 　 ― 　 　 16,900 　 　 16,900 　

　12　福利厚生費 　 39,162 　 　 38,901 　 　 △260 　

　13　地代家賃 　 20,527 　 　 2,159 　 　 △18,367 　

　14　リース・レンタル料 　 20,948 　 　 22,399 　 　 1,451 　

　15　旅費交通費 　 47,982 　 　 48,183 　 　 201 　

　16　通信費 　 11,307 　 　 11,758 　 　 450 　

　17　保険料 　 11,174 　 　 13,276 　 　 2,102 　

　18　減価償却費 　 24,945 　 　 51,475 　 　 26,530 　

　19　研究開発費 ※１ 129,958 　 　 96,154 　 　 △33,804 　

　20　その他 　 97,039 1,014,672 20.0 115,747 995,239 20.1 18,708 △19,432

　　　営業利益 　 　 554,497 10.9 　 498,589 10.1 　 △55,908

― 7 ―



　

　 　

第59期

(自　平成16年10月１日

　至　平成17年９月30日)

第60期

(自　平成17年10月１日

　至　平成18年９月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1,218 　 　 1,751 　 　 533 　

　２　受取配当金 　 8,348 　 　 8,812 　 　 463 　

　３　有価証券売却益 　 11,903 　 　 10,515 　 　 △1,387 　

　４　為替差益 　 ― 　 　 3,855 　 　 3,855 　

　５　受取手数料 　 11,055 　 　 9,300 　 　 △1,755 　

　６　賃貸収入 　 67,437 　 　 103,572 　 　 36,134 　

　７　セミナー収入 　 7,533 　 　 10,427 　 　 2,894 　

　８　受取助成金 　 740 　 　 ― 　 　 △740 　

　９　雑収入 　 5,916 114,154 2.3 9,151 157,387 3.2 3,234 43,232

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 27,537 　 　 28,546 　 　 1,009 　

　２　社債利息 　 10,263 　 　 10,774 　 　 511 　

　３　手形売却損 　 2,390 　 　 874 　 　 △1,515 　

　４　上場関連費用 　 12,439 　 　 ― 　 　 △12,439 　

　５　新株発行費 　 9,966 　 　 ― 　 　 △9,966 　

　６　株式交付費 　 ― 　 　 3,180 　 　 3,180 　

　７　社債発行費 　 ― 　 　 9,964 　 　 9,964 　

　８　為替差損 　 1,110 　 　 ― 　 　 △1,110 　

　９　賃貸原価 　 2,868 　 　 5,339 　 　 2,471 　

　10　売上割引 　 378 　 　 549 　 　 170 　

　11　セミナー費用 　 7,805 　 　 5,121 　 　 △2,684 　

　12　コミットメントライン

　　　組成費用
　 ― 　 　 10,000 　 　 10,000 　

　13　訴訟関連費用 ※２ 3,691 　 　 7,328 　 　 3,636 　

　14　雑損失 　 5,663 84,114 1.7 2,457 84,137 1.7 △3,206 22

　　　経常利益 　 　 584,537 11.5 　 571,838 11.6 　 △12,698

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　貸倒引当金戻入益 　 14,800 　 　 ― 　 　 △14,800 　

　２　固定資産売却益 ※３ 256,131 　 　 ― 　 　 △256,131 　

　３　退職給付引当金戻入益 　 5,364 　 　 ― 　 　 △5,364 　

　４　確定拠出年金制度への

　　　移行に伴う利益
　 ― 　 　 40,853 　 　 40,853 　

　５　投資有価証券売却益 　 71 276,367 5.4 9,824 50,677 1.0 9,752 △225,689

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※４ 284 　 　 40,745 　 　 40,460 　

　２　投資有価証券評価損 　 ― 　 　 630 　 　 630 　

　３　過年度ライセンス料 　 ― 　 　 20,000 　 　 20,000 　

　４　移転関連費用 ※５ 123,310 123,595 2.4 ― 61,375 1.3 △123,310 △62,219

　　　税引前当期純利益 　 　 737,309 14.5 　 561,140 11.3 　 △176,168

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 160,036 　 　 245,724 　 　 85,688 　

　　　法人税等調整額 　 119,007 279,043 5.5 △21,862 223,862 4.5 △140,869 △55,181

　　　当期純利益 　 　 458,265 9.0 　 337,277 6.8 　 △120,987

　　　前期繰越利益 　 　 390,083 　 　 ― 　 　 △390,083

　　　当期未処分利益 　 　 848,348 　 　 ― 　 　 △848,348
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③ 利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

　 利益処分計算書

　

　 　
第59期

(平成17年12月22日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 848,348

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

　１　配当金 　 63,540 　

　２　役員賞与金 　 17,300 　

　　　(うち監査役賞与金) 　 (900) 　

　３　任意積立金 　 　 　

　　(1) 固定資産圧縮積立金 　 113,071 193,912

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 654,435

　 　 　 　

(注)　日付は株主総会承認日であります。
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  株主資本等変動計算書

第60期(自　平成17年10月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産
圧縮積立金

繰越利益剰余金

平成17年９月30日残高(千円) 464,817 557,563 24,500 ― 848,348 872,848

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当(注) ― ― ― ― △63,540 △63,540

　役員賞与(注) ― ― ― ― △17,300 △17,300

　固定資産圧縮積立金の積立(注) ― ― ― 113,071 △113,071 ―

　当期純利益 ― ― ― ― 337,277 337,277

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 113,071 143,365 256,437

平成18年９月30日残高(千円) 464,817 557,563 24,500 113,071 991,713 1,129,285

　

　
株主資本

評価・換算
差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成17年９月30日残高(千円) △1,177 1,894,051 43,048 1,937,100

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当(注) ― △63,540 ― △63,540

　役員賞与(注) ― △17,300 ― △17,300

　固定資産圧縮積立金の積立(注) ― ― ― ―

　当期純利益 ― 337,277 ― 337,277

　自己株式の取得 △1,866 △1,866 ― △1,866

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― 7,079 7,079

事業年度中の変動額合計(千円) △1,866 254,570 7,079 261,650

平成18年９月30日残高(千円) △3,043 2,148,622 50,128 2,198,751

(注)　平成17年12月22日の株主総会決議による利益処分項目であります。
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重要な会計方針

　

項目
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

　 　②　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　②　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品及び仕掛品

　　個別法による原価法

(1) 製品及び仕掛品

同左

　 (2) 原材料

　　移動平均法による原価法

(2) 原材料

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

　　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっており

ます。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

建物 30年～50年

構築物 ８年～18年

機械装置 ５年～11年

車両運搬具 ４年

工具器具備品 ２年～６年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　①　商標権

　　　定額法によっております。

(2) 無形固定資産

　①　商標権

同左

　 　②　自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。

　②　自社利用のソフトウェア

同左

　 　③　市場販売目的のソフトウェア

　　　見込販売数量に基づく償却額と

見込有効期間(３年)に基づく均

等配分額を比較し、いずれか大

きい額を償却する方法によって

おります。

　③　市場販売目的のソフトウェア

同左

４　繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　　支出時に全額費用として処理して

おります。

(1) 株式交付費

　　支出時に全額費用として処理して

おります。

　 (2) 社債発行費

―――

(2) 社債発行費

　　支出時に全額費用として処理して

おります。

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左
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項目
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 　①　一般債権

　　　貸倒実績率法によっておりま

す。

　

　 　②　貸倒懸念債権及び破産更生債権

　　　財務内容評価法によっておりま

す。

　

　 (2) 製品保証引当金

　　販売済製品の無償補修費の支出に

備えるため、過去の実績率を基礎

にして算出した保証期間内の無償

補修費の見込額を計上しておりま

す。

(2) 製品保証引当金

同左

　 (3) 役員賞与引当金

―――

(3) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額及び年金資産の時価に基づき

簡便法により計上しております。

(4) 退職給付引当金

　　当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成18年９月１日に退職一

時金制度及び適格退職年金制度か

ら確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しておりま

す。

退職一時金制度及び適格退職年金

制度から確定拠出年金制度への資

産移換額は、それぞれ197,400千円

及び278,901千円であり、当該制度

移行により40,853千円の特別利益

を計上しております。また、退職

一時金制度については、８年間で

資産移換額の支払いを行う予定で

あり、当期末時点の未払残高

197,400千円については、未払金に

24,675千円及び長期未払金に

172,725千円計上しております。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。

(5) 役員退職慰労引当金

　　役員等の報酬制度見直しの一環と

して、平成17年12月22日の定時株

主総会の日をもって役員退職慰労

金制度を廃止しました。

なお、当該総会までの期間に対応

する役員退職慰労金相当額220,647

千円は、長期未払金に振り替えて

おります。

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

　
―――

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

　

　 (3) ヘッジ方針

　　主に当社の内部規程である経理規

程に基づき借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ

を行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っております。

　

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　　金利スワップは特例処理によって

おり、有効性の評価を省略してお

ります。

　

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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重要な会計方針の変更

　
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

　

―――――

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日)を適用しておりま

す。

　なお、これによる影響はありません。

　 (役員賞与に関する会計基準)

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用し、役員

賞与引当金を計上しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ16,900

千円減少しております。

なお、当事業年度においては、役員退職慰労金制度の

廃止をはじめとする役員に対する報酬体系の見直しを

行っており、当下半期において、月々の役員報酬とは

別に年間の業績への貢献度に応じた報酬を、株主総会

決議を経て支給することが、役員に対するインセンテ

ィブとして効果的であるとの結論に至ったため、役員

賞与引当金の計上は当事業年度末から行っており、当

中間会計期間においてはその計上は行っておりません。

　 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日)を適用しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は2,198,751

千円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第59期

(平成17年９月30日)
第60期

(平成18年９月30日)

※１　(関係会社に対する負債)

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。

支払手形 39,171千円

買掛金 26,458千円

※１　(関係会社に対する資産及び負債)

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。

その他流動資産 102千円

支払手形 34,481千円

買掛金 29,850千円

未払金 403千円

　 　

※２　(担保に供している資産)

　　　このうち短期借入金1,060,000千円、１年以内返済

予定の長期借入金176,552千円、長期借入金

1,038,530千円及び関係会社(日東精機㈱)に対する

債務保証27,507千円の担保に供しているものは次

のとおりであります。

建物 926,164千円

土地 1,551,721千円

投資有価証券 2,888千円

計 2,480,774千円

※２　(担保に供している資産)

　　　このうち短期借入金508,000千円、１年以内返済予

定の長期借入金146,632千円、長期借入金898,644

千円及び関係会社(日東精機㈱)に対する債務保証

3,344千円の担保に供しているものは次のとおりで

あります。

建物 836,250千円

土地 1,551,721千円

投資有価証券 3,664千円

計 2,391,635千円

　 　

　３　(偶発債務)

　　　下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、

次のとおり債務保証を行っております。

日東精機㈱の借入金 12,507千円

日東精機㈱の割引手形 15,000千円

計 27,507千円

　３　(偶発債務)

　　　下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、

次のとおり債務保証を行っております。

日東精機㈱の借入金 3,344千円

　 　

　４　(手形割引高及び裏書譲渡高)

受取手形裏書譲渡高 551千円

　４　

―――

　 　

※５　

―――

※５　(期末日満期手形)

　　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ております。

受取手形 218,706千円

支払手形 99,669千円

　 　

　６　

―――

　６　(コミットメントライン契約)

　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行とコミットメントライン契約を締結して

おります。

当事業年度末におけるコミットメントに係る借入

金未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円
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第59期
(平成17年９月30日)

第60期
(平成18年９月30日)

※７　(会社が発行する株式及び発行済株式総数)

会社が発行する株式 　

　普通株式 29,000,000株

発行済株式総数 　

　普通株式 8,478,508株

※７　

―――

　 　

※８　(自己株式の保有数)

普通株式 6,434株

※８

―――

　 　

　９　(配当制限)

　　　有価証券の時価評価により、純資産額が43,048千

円増加しております。

　　　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。

　９

―――

　

(損益計算書関係)

　
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

※１　一般管理費に含まれている研究開発費は次のとお

りであります。

一般管理費 129,958千円

※１　一般管理費に含まれている研究開発費は次のとお

りであります。

一般管理費 96,154千円

　 　

※２　訴訟関連費用は㈱アイセルの訴訟に伴う弁護士に

支払った報酬等であります。

※２　訴訟関連費用は㈱アイセルの訴訟に伴う弁護士に

支払った報酬等であります。　

　 　

※３　固定資産売却益は当社の旧大阪工場の土地建物等

の売却によるものであります。

※３　

―――

　 　

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

構築物 245千円

工具器具備品 39千円

計 284千円

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 290千円

工具器具備品 318千円

ソフトウェア仮勘定 40,136千円

計 40,745千円

　 　

※５　移転関連費用は当社の本社及び大阪工場の集約化

に伴う費用であります。

※５　

―――
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(株主資本等変動計算書関係)

第60期（自　平成17年10月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,434 10,798 ― 17,232
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　3,022株

平成17年12月31日付で１株につき２株の株式分割を行っております。

これにより、7,776株増加し、15,552株になっております。

　

リース取引関係

　
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
工具器具備品

(千円)
ソフトウェア

(千円)
合計
(千円)

取得価額相当額 7,929 29,142 37,072

減価償却累計額
相当額

5,419 21,620 27,039

期末残高相当額 2,510 7,521 10,032

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
工具器具備品

(千円)
ソフトウェア

(千円)
合計
(千円)

取得価額相当額 3,229 23,249 26,479

減価償却累計額
相当額

1,884 20,709 22,593

期末残高相当額 1,345 2,540 3,885

　 　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,599千円

１年超 4,099千円

　合計 10,698千円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,769千円

１年超 2,329千円

　合計 4,099千円

　 　

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 7,935千円

減価償却費相当額 7,553千円

支払利息相当額 244千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 6,711千円

減価償却費相当額 6,146千円

支払利息相当額 111千円

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　(1) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　(1) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　(2) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　(2) 利息相当額の算定方法

同左

　

有価証券関係

第59期(自平成16年10月１日至平成17年９月30日)及び第60期(自平成17年10月１日至平成18年９月30日)

における子会社株式で時価のあるものはありません。

　

― 17 ―



税効果会計関係

　
第59期

(平成17年９月30日)
第60期

(平成18年９月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動資産

　繰延税金資産 　

　　貸倒引当金 486千円

　　未払賞与 37,421千円

　　未払法定福利費 4,918千円

　　未払事業税 4,261千円

　　未払事業所税 1,157千円

　　製品保証引当金 9,720千円

　　その他 514千円

合計 58,479千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動資産

　繰延税金資産 　

　　貸倒引当金 607千円

　　未払賞与 41,217千円

　　未払法定福利費 5,001千円

　　未払事業税 15,681千円

　　未払事業所税 4,125千円

　　製品保証引当金 12,555千円

　　未払金 9,993千円

　　その他 2,905千円

合計 92,086千円

　(2) 固定資産

　繰延税金資産 　

　　商標権 756千円

　　ソフトウェア 12,887千円

　　投資有価証券 2,783千円

　　退職給付引当金 90,358千円

　　役員退職慰労引当金 79,137千円

合計 185,922千円

　 　

　繰延税金負債 　

　　圧縮積立金 △76,964千円

　　その他有価証券評価差額金 △29,302千円

合計 △106,267千円

差引 79,655千円

　(2) 固定資産

　繰延税金資産 　

　　商標権 702千円

　　ソフトウェア 9,275千円

　　投資有価証券 2,783千円

　　長期未払金 159,315千円

　　その他 2,100千円

合計 174,177千円

　 　

　繰延税金負債 　

　　圧縮積立金 △76,964千円

　　その他有価証券評価差額金 △34,121千円

合計 △111,086千円

差引 63,091千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.5％

　　(調整) 　

　　交際費 0.1％

　　受取配当金 △0.3％

　　リース資産税額控除 △0.2％

　　試験研究費控除 △2.3％

　　住民税均等割 0.9％

　　その他 △0.8％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.5％

　　(調整) 　

　　交際費 0.3％

　　役員賞与引当金 1.2％

　　受取配当金 △0.4％

　　試験研究費控除 △2.7％

　　情報通信機器等税額控除 △0.4％

　　住民税均等割 1.0％

　　その他 0.4％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.9％
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１株当たり情報

項目
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 226円60銭 129円80銭

１株当たり当期純利益 57円47銭 19円91銭

　 　

当社は平成17年12月31日付で株式で

１株につき２株の株式分割を行って

おります。

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の第59期におけ

る１株当たり情報は次のとおりであ

ります。

１株当たり純資産額 113円30銭

１株当たり当期純利益 28円74銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

　
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

純資産の部の合計額(千円) ― 2,198,751

普通株式に係る期末の純資産額(千円) ― 2,198,751

期末の普通株式の数(株) ― 16,939,784

(2) １株当たり当期純利益

項目
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 458,265 337,277

普通株式に係る当期純利益(千円) 440,965 337,277

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 　 　

　利益処分による役員賞与金 17,300 ―

普通株主に帰属しない金額(千円) 17,300 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,673,070 16,940,759
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重要な後発事象

　
第59期

(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

第60期
(自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日)

株式分割

　当社は、平成17年11月18日開催の取締役会において株

式分割を行う旨の決議をしております。

　当該株式分割の内容は、次のとおりであります。

(１)　平成18年２月20日をもって平成17年12月31日(ただ

し、当日は、名義書換代理人の休業日につき、実

質上は平成17年12月30日)最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株

式１株につき２株の割合で分割を行います。

　

―――――

(２)　分割により増加する株式数

　　　普通株式　8,478,508株

　

(３)　配当起算日　平成17年10月１日

　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のとお

りであります。

第58期
(自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日)

第59期
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

１株当たり
純資産額

65円29銭
１株当たり
純資産額

113円30銭

１株当たり
当期純利益

19円57銭
１株当たり
当期純利益

28円74銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため、記載し

ておりません。

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため、記載し

ておりません。
　

　

　

2. 役員の異動

　1．代表者の異動

　　該当事項はありません。

　2．新任取締役候補

　　該当事項はありません。

　3．退任予定取締役

　　取締役　上野　和良　（現　取締役）
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